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1　 研 究の 目的

　本発 表は先行研 究や調査 統計 等の 分析 を も

とに 、 中学生 の 早 い 時期 か ら理 系教科や進 路

に適性 を見出す 高等専 門学校 （以 下 高専） の

学生 に関す る意識 と実像 に つ い て 考察す る、

　最近で は PISA や全 国学力テ ス トな ど、国

家 レ ベ ル で 学力や リテ ラ シ ー、学習状況 を分

析す る大規模調査が 認 知 され るに つ れ 、 日本

の 児童生徒に よる理 系 教科 の 学力 低 ドが 問題

とな っ て い る 。 また 大 卒者 の 生 涯賃金 比較 を

ま とめた 調査 に よれ ば、文 系学部 出身者 と 理

系学部 出身者 と の 間の 賃金格差 が拡大 し た と

す る知見が発 表 され た ほか 、 大学や 高校 の 入

試 に 関 して も、近 年 は少子 化 に よ る受 験 人 口

の 減少 を勘案 して も 、

一
部 の 学校 を除き軒 並

み理 系志望者が減少 し て い る と され る 。

　
一

方高 専は 、高度 成長期 を支 え る 高度職業

人 の 育成 と、戦前にお ける 旧制 工 業専門学校

に変わ る高等教育機 関と し て 1962 年 に設立

され、1960 年代後半に は全国各地に 開校 され

る よ うに な っ た。高専で は 、早 い 段階か ら理

系教科 と専門科 目は大学工 学部相 当の レ ベ ル

の 講 義が 行われ る ほ か
、 科 目と して 実 験 ・実

習 ・ゼ ミナ
ー

ル
・卒業研 究な ど大学 の 理 系 学

部 と変わ らな い 専門的な カ リキ ュ ラ ム が 配置

され て い る。近年 は学生 の 専門職 志 向 の 高 ま

りを受 け 、 大学 3 年次 に編入 学す る進 学者 が

約 40 ％ と増加す る
一方、高専新卒者 の うち就

職 希望者に 占め る就職内定率は約 95％前後を

維持 し て お り、同 じ高等教 育機 関に 属 す る大

学 ・短大 と比較 し て 高い 実績 を残 し て い る。

　 そ こ で 本発表で は 、高専進学者 は 、中学在

学時 か ら親や教 師な どの 影 響や 理 系 教科に対

す る適性が進学 を決 め る観 点 と して 有利 に働

く こ とを仮定 し、先行研 究や高専の 歴 史、高

専に 関す る統 計資料等か らそ の 背景 を考察す

る。具体的に は 、高専生 の 理 系教科や 学力 に

対す る 意識や 生活観 、高専 の 歴 史的経緯 と就

職 ・進学先 との 関連性な どにつ い て注 目す る。

2 ，高専設立 か ら今 日 ま で の 経緯

　高等 専門学校制度は 、 目本の 高度経 済成長

を背景に 、実践的な技術者 の 養成 を 目指 し 、

後期 中等教 育段階 を含 む 高等教育機 関 と し て 、

昭和 37 （1962 ）年 に設 置 され た。高専は入

学資格が 中学校卒業 、 修業年 限 が 5 年 （商船

は 5 年 6 カ 月）で あ り、高専は 6・3・3・4 制 の

日本 の 教育シ ス テ ム の 傍 系 と して 位置付 け ら

れ る 。

　国 立 の 高専は 、昭和 37 （1962）年 に国立

上 業高専が 12 校設置 され た の を皮 切 り に 、

昭和 42 （1967 ）年ま で の 5年 間 で、計 44 校

が設署 され た 。 昭和 42 （1967）年 に は、国

立商船高専 5 校 、昭和 46 （1971 ）年 に 国立

電波工 業高専 3校 とい っ た他系統が設 置 され

た。そ の 後 は 国 立 工 業 高専が 昭和 49 （1974 ）

年 に 2 校 、時 を隔て て 平成 14 （2002 ）年 に

沖縄 に 1 校設置 され、計 55 校 とな っ た。

　公 立 の 高専は 、大阪府 立 と神戸 市立 の 高専

が昭 和 38 （1963）年 に設 立 され た の ち 、 90

年代以 降、平成 3 （1991 ）年 の 札幌市立 （平

成 17 年度か ら学生募集停止 ）、平成 18（2006 ）

年 の 東京都 立 の 高専が設 立 され て い る。なお、

公 立 高専の 中で も っ とも設 立が 新 し い 東京都

立産業技術 高専 は 、平成 18 （2006 ）年に 学

生 の 募集 を停止 し平成 22 （2010 ）年 3 月末

に 閉校 し た 東京都 立 工 業高専、同航空工 業 高

専 を統合 し て 誕 生 し た と い う経緯が あ る 。

　私立 で は 、昭 和 38 （1963）年 に育英高等

専門 学校 が 開設 され 、平成 17 （2005 ）年 に

現 在 の サ レ ジオ エ 業高専へ と名称 変更 され た。

金 沢 ：L 業高専は昭 和 37 （1962）年 に設置 さ

れ 、また 、同年 に は 近 畿大 学の 併設校 と し て

熊野 高専が 設置 された が 、平成 12 （2000 ）

年 よ り現在の 名称 で ある近 畿大学工 業高専 と

な っ た。

　最新 の 動 向 と して は 、 国立高專の 高度化再

編が 挙げ られ る。平 成 20 （2008 ）年 12 月 の

中教審答 申「高等 専門学校 の 充実 に つ い て （答
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申）」 を受 けて 、異 な る特徴 を有す る 8 校 の

高専 を統合 し、平成 21 （2009 ）年 10 月 に 4

校 の 新高専が設 立 され た 。
こ れ ら新 し い 4 高

専は 、平成 22 （2010 ）年 4 月 か ら学生 受 け

入れ を開始 し た ばか りで ある。こ の 統合 は、

電波工 業高専や商船高専が 、
一

っ の 高専 と し

て統合 され た点 に特徴 が ある。異なる技術分

野 を融合 した教育、複合 的な基礎 教育 と多様

な選 択科 目や実習が行 われ る と見 込 まれ る。

　高専卒業生 の 進 学先 と して は 、 昭和 51

（1976）年 に、長 岡技 術科学大学、豊橋技術

科学大学の 2 校が設 置 され た 。 ま た、平成 3

（1991）年 2 月 に は、大教審答 申 「高等専門

学校教育の 改善 に つ い て （答 申）」 が 出され 、

こ れ に よ り、高専の 卒業者 へ の 「準学 士 」 称

号 が付与 され る と ともに 、「専攻科」制度 が創

設 された 。 ま た 、こ の 答 申は他 に も 、
工 業 ・

商船以外 の 分野 の 設 置 を可 能にす るな ど、教

育内容面で も柔軟性 を高め 、今 日 に見 られ る

高専の 学科の 多様化 を誘 引 し た。こ れ ら の こ

とか ら、こ の 大教審答 申は今 日の 高専の 状況

を規 定す る、一連 の 大改革 の 起 点 と し て 位置

付け られ る 。

　高専で は、 日ごろ の 学習成果 を も とに 学生

が活 躍す る独 自の 全 国大会が行 われ て い る。

ロ ボ ッ トの 技術力や 完成度 を競 う、昭 和 63

（1988 ）年に 開始 され た 「ア イ デア 対 決 ・高

等専門学校 ロ ボ ッ トコ ン テ ス ト」（通 称 ：高専

ロ ボ コ ン ） は も っ とも知名 度の ある もの で あ

ろ う。平成 2 （1990 ）年 に は、シ ス テ ム の プ

ロ グラ ミン グの 完成度や 正 確 さを競 う 「プ ロ

グラ ミ ン グ コ ン テ ス ト」 （通称 ： プ ロ コ ン ）、

平成 16 （2004 ）年 には 、公 共施設や建築物

をテ ーマ に 、建 築物 の 強 度や 美 しさ、 環 境負

荷 を考慮 した もの づ く りに挑む 「全 国高等専

門学校デザイ ン コ ン ペ テ ィ シ ョ ン 」（通 称 ：デ

ザ コ ン ）な どが 開始 されて い る。こ れ らは、

高専 の 認 知度 を高 める もの と し て だ けで な く、

高専教育の 独 自性 を色濃 く表 し た 内容 を もっ

も の で あ り、教育の 場 とし て も機能 し て い る 。

　平成 16 （2004 ）年 に 国立 高専は 、文部科

学省所管か ら独 立 して 、独 立行政法人 国立高

等専門学校機構 が発足 し 、 それ を経た 上述 の

中教審答 申「高等専門学校 の 充実に つ い て （答

申）」 で は 、高専が こ れま で 社会 ・産 業界 の 求

め る人材 の 育成に応 じ、社会か ら高 い 評価を

得て い る と し た うえ で 、「中堅 技術者 の 養成」

か ら、「実践的 ・創造 的技術者の 養成」 に シ フ

トして い く こ とが 提案 され た。また、高等教

育の ユ ニ バ ー
サ ル 化 、 技 術 の 高 度化 、

15 歳人

口 の 減少 、大学の 編入 学者 の 増加 、理 科への

関心 の 薄れ 、地域 連携 の 必 要性 の 高ま りな ど

の 、社 会的 ・経済的環境 の 変化に積極的 に対

応す る こ とが挙げ られ た。

　高専 の 設 立 か ら約 50 年が 経 つ 。高専 は 、

社会 ・産業界の 要請す る 高度 技術者 を育成 し、

輩出す る こ とを求 め られ て き た 。近年 の 学科

の 多様化や 高度化 再編 な どの 高専の 変化 は、

社会 ・産業界が 要請す る高専へ の 要 求が多岐

に わ た り、また 、そ の レ ベ ル が 高度に な っ て

い る こ とを表 して い る と考え られ る 。 今後の

動 向、教育要求 に 対す る 高専教育の 実際が注

目され る。

3 ．先 行 研 究の 概観

　次 に、高等専門学校を対象 に行 われ た各種

調査 ・研 究を概観 し て お き た い
。

　 まず挙げ られ る の が 、高専設立 後 10 年 を

経 て な され た、葉柳 （1973）に よる研究 で あ

る。こ の 研究は 第 1 期、第 2 期 の 高専卒業生

と彼／彼女 らが 2 名以 上就職 し て い る事 業所

を対象 に行われた 調査 をもと に し て お り、そ

の 巾で 、高専卒業生が 企業か ら高い 評価 を得

な が らも
一

般教養が弱 い こ と 、 早 期 の 進 路決

定 の 弊害、技術者需要 の 高学歴化 とい う点で

課題 を抱 え て い る こ と等が指摘 され た 。 それ

に次 ぐ、葉i柳 （1976 ）で は 、高専 の 教師 の 実

態が ア ン ケー トや移動状況調査 等 の 資料 を も

と に 分析 され、高専教師 の 多忙 さや人 事管理

や給与面で の矛盾 が指摘 された 。

　 80 年代 の 調 査 と し て 代表 的な研 究 と し て

は、近藤 （1981 ）が 挙 げ られ る。こ の 研究 は 、

マ ク ロ 統計調査等に よる高専 の 数 量的実態 と

昭和 45 年度〜53 年度 の 卒業生 を対象 とした

質問紙調査 に よ る質的実態 の 把握が 目指 され

た。近藤に よれ ば、高専 と い う特異な教育制

度の 弊害が あ る
一一方で 、時系列 的な傾 向か ら

学生 の 関心 が学生 生 活 へ と移行 し、ま た そ こ

で 養 われ る意識 が職業生活 にお い て も持続 的

な影響力 を持 っ て い る こ と　（強 い 有用性 ・高
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い 労働意欲）等が判 明 し、高専特有 の 目的の

伝達 に成功 し て い る こ とが 明 らか に された。

　 90 年代 に入 っ て か らは 、1992 年 の 東京都

教育庁 の 委託 に よ り行わ れた 現代進路問題研

究会 （代表仙 崎）に よ る研 究や 学業成績 を用

い た 沖津 （1997）の 研究、高専卒業者 の 入 職

パ タ
ー

ン に つ い て 扱 っ た 新谷 ら （1999 ）の 研

究が挙 げ られ る 。 そ して 中で も最 も包括的な

も の が 、 日本労働研 究機構 （現 ；独立 行政法

人 労働政 策研 究 ・研 修機構 ） の 研究 と し て 発

表 され た 本 田 （沖津）・新谷 （1998） の 研 究

で あ る。こ れ は 2 時点 （1987 年 ・1993 年）

の 高専卒業者 を対象 に企画 され た大規模 質問

紙調査 で あ り、分析 内容 と して は 、 職 業 キ ャ

リア 、学生生活 、就職先決定 の プ ロ セ ス 、大

学編入 等 の よ うに 、 多方 面 に渡 り調査 ・分析

され た 。 90 年代 にお け る こ れ ら
一

連 の 先行研

究 で は 、端的 に い え ば、第 3 次産業 へ の 就職

者の 増加 に伴 う 「職業的 レ リバ ン ス の 維持 の

困難 さ」、「高専生 の 学業 ・進学的側面 で の 分

極化 」 が 、高専の 抱 える課 題 として提 示 され

て い る とみ る こ とが で き よ う。

　2000 年代以 後 の 調 査 ・研 究 と して は 、国立

高等 専門学校機構 が みず ほ情報総研 に調査 委

託 した 『高等専門学校 の あ り方 に 関す る調 査

く 報告書 〉 』 （2006 年 ） が挙 げられ る。こ の

企 業 の 人事担 当者対象 の 調査 結果に よれ ば、

高専卒業生 に対 し て は 、専 IIL］知識や責任感 、

コ ン ピ ュ
ー

タ 活用力等 の 専 門的 ・技 術的 な側

面 にお い て 、大卒者 よ り高い 評価 が与 え られ

て い る
一

方、 リ
ーダーシ ッ プ カや コ ミ ュ ニ ケ

ーシ ョ ン力等で 劣位 と され て い る こ とな どが

課題 と して指摘 され て い る 。

　 こ の よ うに先行 研 究 を概観 し て み る と、こ

れ ま で の 高専対象の 調査 で は 、主 と し て 高専

卒業生 が調 査 対 象と し て 据 え られ て い る こ と 、

そ してそ の テ
ー

マ は就職や進 路 と の 関連で 間

われ る こ とが 多か っ た こ とが指摘 で きる。た

しか に高専が 、社会や産業 界の 要請 に よ っ て

誕生 し た とい う歴史 的経緯 を踏ま えれ ば 、 こ

れま で の 先行研 究は 、十分な意義 を有す る知

見や実績 を残 して きた とい え る。

　 しか し 、 各種先行研究 を振 り返 っ た と き、

以 下 の 点 で ま だ研 究 の 余地 が残 されて い る と

考 え られ る。第 1 に、管 見の 限 り、教育社会

学領域か らの 高専 関係 の 調査 ・研 究が 、2000

年代以 降 あま り見 られない こ とで ある。大学

編入 率が過 半数 に近づ きつ つ ある今 口の 高専

に あ っ て 、そ の 内部状況 は 大き く変化 して い

るも の と推 測 され る 。 した が っ て 、知 見を 更

新す る こ とは急 を要 す る課 題 で あ る。

　第 2 に 、こ れま で の 研究に お い て 、現役 の

高専生 （在学生 ） の 実態が詳細 に捉 え られ て

こ なか っ た こ とが挙 げられ る。現代進 路問題

研究会が こ の なか で 唯
一

、現 役 高専生 （3 年

生 と 5 年 生） を調査対象に 含ん で い るが、そ

の 内容 は単純集計 の 確認 に 留ま り、ク ロ ス 集

計や 多変量解析 や 質的調査 が な され て い な い 。

先行研究 の 知 見を も とに 高専の 在学生 の 実態

を解 明す る に は 、相当の 空 白が あ る と い え る。

　第 3 に 、高専生 の 専門的 ・職 業的学習が 実

際に ど の よ うな実践的特性 を も っ て な され て

い る の か 、そ の 過程 を質的に把握す る研 究 も

求め られ よ う。 専門 ・職業教育が 、高専生 の

学習や学習 へ の 価値観に ど の よ うな影響を 与

え て い る か を問 うこ とは 、教養科 目 （
一

般 教

育）の 意義 を問 うこ と に も連接 し うる 。そ の

意味 で こ の 問い は 、
一

般性 の 高 い 問題領域 を

照射す る 問い で あ り、そ れは教 育や 学習の 原

理 的問題 （なぜ そ の 教育 ・学習 が求め られ る

の か を問 うこ と）に も到 達 し うる も の で あ る 。

　また、教員か らみ た高専教育 の 今 日的内実

が捉 え きれ て い な い こ と、学生 生 活 の 具体 的

側 面 が 明 らか で な い こ とな ど、高専 とい う研

究領域 の 課題 は数多 く挙げ られ る だ ろ う。

　 高専を対象 と し た研 究 と し て は、 さしあた

り、現役 高専生 対象 の 量的ある い は質 的調査、

それ も企業サイ ドに偏 りす ぎず 、教育 の 可能

性 を 問 う調 査を詳 細 に行 う こ と で 、 よ り高専

とい う教育機 関 の 今 日的意義 が 明確 に な る と

思 われ る 。 そ して そ こ で 得 られ た知 見 を我 々

は 、同時 に、未来 の 高専教 育や 日本 の 教育、

ある い は職 業技術社会 を考 え る
一

つ の 準拠 点

とす る こ とが で き る で あ ろ う。

4 ，高専関係の 各種統計の 概観

　本節で は文部科学省 「学校基本調 査 」 な ど

の 各種統計調 査 を も とに 、高専 の 全 体像 と他

教育機関 との 位置 づ け を概観す る 。
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図 1 高専在籍者 の 推移 （出典 1文 部科学省「学 校基 本

調査」各年版より）

図 2 高専 を含 む 高 等 教 育 機 関 進 学 率 （出 典 ：文 部科 学

省 「学 校基本 調 査 」各年 版 より）
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表 1 過 去 8 年間の 高専 入 学者 の 推移（単位 ：人 、進学

率 1％ 。出典 ：文部科学省「学校基本調査 」）

中卒者 入学者
高専

進 学 率

高校

進 学 率

20021 ，365，47111253 α82 97．0

20031 β25，20811 β350 ．85 97．3
20041 ，298 ，71811 ，5720 ．89 97．5

20051 ，236，36311 β450 ．91 97．6

20061 ，21L24211 ，3300 ．93 97．7

20071 ，213，70911 ，1120 ．91 97．7
20081 ，199，30911 ，2880 ．94 97．8

2009t163 ，33710 β030 ．92 97．9

　文部科学省 「学校基本調 査」に よ る と、2010

年 5 ．月現在 の 高専 の 学校数は 60 校 （国立 51

校 、公 立 6校 、私立 3校 ）で 昨年 よ り 4 校減

少 した
一方 、 学生数は約 59000 人 と沖縄高専

が設 立 され た 2004 年以 降横ばい とな っ て い

る （図 1）。 そ の
一

方 入 学者は 、 2004 年 の 沖

縄 高専の 設立 時 は
一

気 に増加 し た も の の 、 こ

こ数年は 約 11000 人前後で 若干減少傾向に あ

る 。 図 1 の グ ラ フ に よれば 、高専の 設 立 よ り

一貫 して 高専在籍者 は増加 し つ つ あ る もの の 、

オ イ ル シ ョ ッ ク に よ り長期不 況 とな っ た 70

年代後半〜80 年代前半 に在籍者 が減少 し た。

　次に高専の 在籍実態 に つ い て検討す る と、

表 1 の データに よ る と、高校進学率 は 97 ％台、

高専進 学率 は 0．9％台を とも に維 持 してお り、

少子化 の 影響 に よ り 15 歳人 rlが減少 す る中

で 、定員調整 を行 っ て もなお入 学 しやす い 状

温 に あ る こ とが窺 われ る。次に他 の 高等教 育

機 関 との 比 較 を行 っ た図 2 に よれ ば、大 学進

学率 は 2009 年現 在で 50．2％、高等教育機 関

進学率は 77．6％ と 18 歳人 口 の 2 人 に 1 人 は

大学 へ 、4人 に 3 人が 高等教育機 関 へ 進学 し、

図 3 各種中等・高等教育機関の 就職率（出典 ：文部科

学省 「学校 基 本調査 」各年版 より〉

基本的な進路パ ター ン と して 定着 しつ つ あ る 。

し か し、高等専 門学校 の 4 年生在籍率 は、20

年前 と比較 して O．5c／・
一・O．9°

／・
へ と微増 した も

の の
、 同 じ高等教育機 関 で ある短 大 ・大学 と

比 較す る と大き く水 をあけ られ て い る。

　最後に 高等教育機 関 の 就職率 （新規 卒業者

に 占め る就職者 の 割合 ） の デー
タを示 した 図

3 に よれば 、高専の 設立 当初は ほ ぼ 100％ で

推移 し て い た もの の 、バ ブル 期 の 1980 年代

後半か ら徐 々 に低下 し、バ ブ ル 崩壊以後は高

学歴志向 と大学編入 学者の 急 増の影 響に よ り、

1991 年 84．4％→ 2009 年 53．6％ と急速に低 下

した 、 大学 ・短 大の 就職 率は 90 年代の 就職

氷 河期以 後は 70 ％台 を推移 し て お り、高専の

就職率 の 減少幅 がか な り際立 っ て い る。

＊　本発表の 詳細 お よび 参 考文 献 は 当 日の 発

表資料 に て紹介す る予定で ある。
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